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中央省庁の関西への移転に関する要請 

 

 関西経済界及び関西広域連合では「関西は一つである」との理念のもと、国土の双

眼構造を構築し関西から日本を創生するため、関西の特性を活かした政府機関移転の

提案の実現を強く要請してきた。 

  

関西は、首都圏や国内外との交通輸送手段や情報通信機能が充実していること、企

業本社等の民間中枢機関や優れた大学・研究機関、歴史・文化・観光等の地域資源の

集積が図られており、それらを活かして首都圏と関西が並び立つ国土の双眼構造を構

築することにより、東京一極集中の是正を強力に推進することが必要である。 

 

 各府省からは、現在の国会・企業等の東京への集積を前提とした慎重意見があると

ころだが、東京一極集中の是正と地方創生のためには、中央省庁の関西への移転が必

要不可欠であり、関西経済界と関西広域連合は改めて以下のとおり強く要請する。 

 

なお、対応方針において具体的な検討を進めるとされた研究機関、研修機関等につ

いても、提案する府県が望むかたちで移転を進めるよう併せて強く要請する。 

 

 

関西の特性を活かした中央省庁の移転 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関西の各地域が持つ特性を発揮することができるよう、 

 ○ 京都府へ文化庁 
  日本人が大切にしてきた地域のコミュニティ・生き方が残っており、その表現である多

くの有形・無形の文化財や日常的な文化活動が在る 

 ○ 大阪府へ中小企業庁、 

特許庁（西日本を対象とする特許審査拠点の設置） 
我が国第二の経済圏であり、高度な技術をもつ中小企業が集積。現場のニーズに沿った

施策の企画立案、知財戦略の活用促進等により、全国の中小企業の発展に寄与 

 ○ 兵庫県へ観光庁 
 「日本の縮図」として日本中の魅力が凝縮した兵庫・関西への立地により、施策立案機

能が向上し、日本全体のインバウンドの増大に寄与 

 ○ 和歌山県へ総務省統計局 
  関西のネットワークを活用し、統計に関する専門性を確保するとともに、データサイエ

ンティストの育成を推進 

 ○ 徳島県へ消費者庁 
    先進的な消費者行政を展開し、人材育成も進み、また、快適なＩＣＴ環境を持つ徳島で、

消費者目線・現場主義による政策立案を行い、国民の安心なくらしを実現 

を移転すること。 
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平成２８年２月２日 

 

 

公益社団法人関西経済連合会 会 長    森  詳介 

大阪商工会議所      会 頭    尾崎 裕 

京都商工会議所       会 頭    立石 義雄 

神戸商工会議所       会 頭    大橋 忠晴 

堺商工会議所        会 頭    前田 寬司 

一般社団法人京都経済同友会  代表幹事   増田 寿幸 

代表幹事    鈴木 順也 

一般社団法人関西経済同友会 代表幹事   村尾 和俊 

代表幹事    䕃山 秀一 

一般社団法人神戸経済同友会  代表幹事   成松 郁廣 

代表幹事    高士  薫 

滋賀県商工会議所連合会 会 長    大道 良夫 

奈良県商工会議所連合会 会 長    植野 康 

和歌山県商工会議所連合会 会 長    片山 博臣 

鳥取県商工会議所連合会 会 長    藤縄 匡伸 

徳島県商工会議所連合会 会 長    近藤 宏章 

関西広域連合       連合長   井戸 敏三（兵庫県知事） 

         副連合長   仁坂 吉伸（和歌山県知事） 

         委 員   三日月大造（滋賀県知事） 

         委 員   山田 啓二（京都府知事） 

         委 員   松井 一郎（大阪府知事） 

         委 員   荒井 正吾（奈良県知事） 

         委 員   平井 伸治（鳥取県知事） 

         委 員   飯泉 嘉門（徳島県知事） 

         委 員   門川 大作（京都市長） 

         委 員   吉村 洋文（大阪市長） 

         委 員   竹山 修身（堺市長） 

         委 員   久元 喜造（神戸市長） 
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「政府関係機関の四国移転」の実現に関する要請 

 

 
日本の明るい未来を切り拓いていくためには、人口減少の克服と東京一極集中の 

是正に一刻の猶予も許されないとの強い共通認識のもと、四国４県は、創意工夫を 
凝らした地方創生への取組みを推進している。 

 
国は、先月２４日に閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０１５ 

（改訂版）」において、地方への新しい人の流れをつくるための「切り札」として、 
改めて、「政府関係機関の地方移転」を明確に位置付けたところである。 

 
「政府関係機関の地方移転」は、企業の本社機能の地方移転を促す起爆剤であると 

ともに、現場主義による「国民目線に立った政策企画」の強化や、国・地方双方の研

究力の強化、研究機関の集積による産業の活性化などにつながるものであり、四国各

県民をはじめ国民の期待は極めて大きい。 
 
今後、国では、昨年末に示した政府関係機関の地方移転に係る対応方針に沿って、

「徳島県提案の消費者庁」をはじめ、「四国各県提案の研究機関・研修機関等」の一

部移転など、「四国各県の強みを活かす提案」について、具体的な検討を進めること 
となっている。 
 
国においては、新しい人の流れの突破口を創り出し、地方創生、ひいては日本創成

につなげるため、豊富な実証フィールドを有する四国各県への「政府関係機関の移転

実現」に積極的に取り組まれるとともに、今後とも引き続き、「国家戦略としての政

府関係機関の地方移転」を強力に推進するよう、強く要請する。 
 

 
 平成２８年１月８日 

四 国 知 事 会 

常任世話人 香川県知事 浜田 恵造 

徳島県知事 飯泉 嘉門 

愛媛県知事 中村 時広 

高知県知事 尾﨑 正直 
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平成27年12月25日（金） 読売新聞 19面
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平成27年12月25日（金） 読売新聞 1８面
－５－


